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財務会計ワーキンググループの設置について 

 

平 成 ２８年 ９月  

資源エネルギー庁 

 

電気事業制度については、東日本大震災やその後の電力需給のひっ迫により浮き彫り

になった課題を克服し、電力システム改革を実行するため、電気事業法等の抜本改正を

平成２５年から３段階にわたって実行してきた。本年４月に小売の全面自由化が実現す

る中で、電気事業制度の改革は一定の効果が見え始めている。 

 

こうした中、更なる競争活性化のための方策と、自由化の下でも実現すべき公益的課

題への対応を促す仕組みを整備し、電力システム改革を真の意味で貫徹するため、本年

９月、総合資源エネルギー調査会の下に「電力システム改革貫徹のための政策小委員会」

を設置し、議論を開始した。 

 

今後、自由化が進展する中での財務・会計上の制度の在り方や、公平性の確保の在り

方などの検討を加速化し、自由化の下でも公益的な課題に対応する方策を検討していく

必要がある。 

 

このため、財務・会計制度や負担の在り方について、具体的な措置の検討・審議を行

うため、総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会 電力システム改革貫徹のための

政策小委員会の下に「財務会計ワーキンググループ」を設置する。  
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総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会 

電力システム改革貫徹のための政策小委員会  

財務会計ワーキンググループ委員名簿 

 

※五十音順、敬称略 ◎は座長、○は座長代理 

（委員） 

秋池 玲子   ボストンコンサルティンググループ シニア・パートナー＆ 

    マネージング・ディレクター 

伊藤 麻美    日本電鍍工業株式会社 代表取締役 

大石 美奈子  日本消費生活アドバイザー・コンサルタント・相談員協会  

代表理事 

加賀谷 哲之  一橋大学商学研究科 准教授 

永田 高士   公認会計士 

○松村 敏弘   東京大学社会科学研究所 教授 

圓尾 雅則   ＳＭＢＣ日興證券 マネージングディレクター 

村松 久美子  ＰｗＣあらた有限責任監査法人 ディレクター 公認会計士 

◎山内 弘隆   一橋大学大学院商学研究科 教授 

  

 

 


